
研究内容： 持続可能な国土形成・地域社会構築のための都市計画制度に関する研究 

持続可能な国土形成・地域社会構築のための都市計画制度について、以下の 2つの視点から研究を行っています。 

（１） 市町村全域の包括的土地利用制度の研究

近年の頻発する豪雨災害による土砂災害や水害の激甚化への対応

として、特に狭小・急峻な地形を特徴とする日本において安全安心に居住 

できる持続可能な国土形成のために、都市計画区域といった居住エリア 

のみでなく、都市計画区域外も含めた包括的土地利用コントロールの方 

策を検討、提案することを目的として研究を行っています。 

具体的には、市町村条例による都市計画区域外も含めた市町村全域を 

対象とした都市計画制度の仕組みや制度運用の課題を明らかにするとと 

もに、市による一元的土地利用制度を運用するデンマークにおいて、2017 

年に農村地域での新たな開発機会として新設されたコンバージョンビレッジ制度の運用実態の検証を併せて行うこと

で、基礎自治体である市町村による土地利用制度の仕組みへの知見を得ることを目指しています。 

（２）再生可能エネルギー関連施設の立地コントロールに関する研究

SDG’s に掲げられた持続可能な地域社会構築に向けて脱

炭素社会の実現・再生可能エネルギーへの転換が急務となり、 

再生可能エネルギー施設設置の需要は高まることが想定され 

ます。本研究では、太陽光発電施設等再生可能エネルギー関 

連施設の立地コントロールにおいて課題を抱える現行の日本の 

土地利用制度について、2020 年にエネルギー全体の 8 割弱１）を 

再生可能エネルギーで賄うとするデンマークを海外先進事例とし 

て取り上げ、調査分析を行い、再生可能エネルギー施設を適切 

に立地誘導するための土地利用制度の在り方を検討しています。 
1)自然エネルギー財団，統計 国際エネルギー,https://www.renewable-ei.org/statistics/international/，2022 年 4 月 
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提供可能技術： 

・都市計画各種計画策定に関する技術相談

・都市計画に関わる各種調査

特別景観価値地域(右)を除き指定された風力タービン立地 
可能エリア(左)（Skive 市の事例分析より） 
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